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	1	 概要
1 	これまでの取組
2000年（平成12年）に情報通信技術戦略本部が設置され、高度情報通信ネットワーク社会形

成基本法（平成12年法律第144号）＊1が制定されて以降、我が国では、e-Japan戦略をはじめとし
た様々な国家戦略を掲げ、ICTの利活用を推進してきた。これらの方針を踏まえ、総務省では、
少子高齢化とそれに伴う労働力の不足、医療・介護費の増大、自然災害の激甚化など、我が国が抱
える社会・経済問題の解決に向け、医療・健康、地域活性化など様々な分野におけるICTの利活
用を推進してきた。

2 	今後の課題と方向性
生産年齢人口の減少や地域経済の縮小など様々な社会的・経済的課題が深刻化する中、ICTを

活用しこれら課題の解決を図ることが一層求められており、例えば、テレワークなどの活用による
場所や時間にとらわれない働き方の実現、ローカル5Gなどの新たな通信技術の活用による生産性
の向上などが期待されている。特に、2020年（令和2年）の新型コロナウイルス感染症の発生以
降は、非接触・非対面での生活様式を可能とするICTの重要性が改めて認識されたところであり、
これを機に社会全体におけるICTの利活用の更なる推進を図ることが重要である。

また、企業などでのAIやメタバースなどの活用により我々の生活の利便性の向上や我が国の経
済活性化につながることが期待される中、これらが社会に対して与える影響や生じうる課題を把握
し、安心・安全な社会実装を実現することが必要である。

社会全体でのICTの利活用が進展する一方で、第4章第11節で見たとおり、年齢などによって
インターネット利用率には一定の差異が見られるところである。「誰一人取り残さない」デジタル
化を実現するために、高齢者を含む国民のデジタル化への不安感・抵抗感を解消し、デジタル活用
能力の向上に向けた取組を進めるなど、デジタル格差を是正することが必要である。

さらに、幅広い世代において、SNSや動画配信サービスなど様々なインターネットサービスの
普及が進む中、インターネット上で流通する情報には違法有害情報や偽・誤情報も含まれることか
ら、批判的に情報を受容することや他者に配慮しながら情報発信をすることなど、適切にICTを
活用するためのリテラシーを全世代が身に付けることが重要である。

	2	 社会・経済的課題の解決につながるICTの利活用の促進
1 	ローカル5Gの推進
ア　ローカル5Gの概要

ローカル5Gは、携帯電話事業者による5Gの全国サービスと異なり、地域や産業の個別ニーズ
に応じて、地域の企業や地方自治体などの様々な主体が自らの建物内や敷地内でスポット的に柔軟

＊1	 同法は、デジタル社会形成基本法（令和3年法律第35号）により廃止された。

総務省におけるICT政策の取組状況
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に構築できる5Gシステムであり、様々な課題の解決や新たな価値の創造などの実現に向け、多様
な分野、利用形態、利用環境で活用されることが期待されている。

イ　課題解決型ローカル5G等の実現に向けた開発実証
ローカル5G普及のための取組として、総務省では、2020年度（令和2年度）から、現実の様々

な利用場面を想定した多種多様な利用環境下で電波伝搬などに関する技術的検討を実施するととも
にローカル5G等を活用したソリューションを創出する「課題解決型ローカル5G等の実現に向け
た開発実証」に取り組み、2020年度（令和2年度）は19件、2021年度（令和3年度）は26件、
2022年度（令和4年度）は20件の実証を実施した＊2。

また、工場、農地、交通、医療、建設現場、災害現場など様々な場面でのローカル5Gの導入を
推進していく観点から、関係団体などから構成される「ローカル5G普及推進官民連絡会」を
2021年（令和3年）1月に設立し、ローカル5Gの普及に向けた情報発信等を行っている。

ウ　税制による整備促進
安全で信頼できる5Gの導入を促進し、5Gを活用して地域が抱える様々な社会課題の解決を図

るとともに、我が国経済の国際競争力を強化することを目的として2020年度（令和2年度）に
5Gの導入を促進する税制が創設された。令和4年度税制改正では、「デジタル田園都市国家構想」
の実現に向け、地方での基地局整備促進に向けた見直しを行った上で、法人税・所得税の税額控除
又は特別償却を認める特例措置は2024年度（令和6年度）末まで、固定資産税の特例措置は
2023年度（令和5年度）末まで適用期限が延長された。

2 	テレワークの推進
ア　テレワークの概要

テレワークは、ICTを利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方であり、子育て世
代やシニア世代、障害のある方も含め、一人ひとりのライフステージや生活スタイルに合った多様
な働き方を実現するとともに、災害や感染症の発生時における業務継続性を確保するためにも有効
である。また、収入を維持しながら、住みたい地域で働くことが可能となるため、都市部から地方
への人の流れの創出など、社会全体に対しても様々なメリットをもたらし得る働き方である。
2020年（令和2年）以降、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、出勤抑制の手段として、テ
レワークは都市部を中心に広く利用されるようになったものの、感染拡大防止のイメージが浸透し
ており、感染状況と連動し、実施率が下がってしまう側面がある。株式会社東京商工リサーチが企
業を対象に実施した調査では、1回目の緊急事態宣言時には25.3%から55.9％にまで上昇し、そ
の後、31.0%まで低下。2回目の宣言時には38.4％まで再上昇したものの、2022年（令和4年）
以降は30%前後＊3で推移している。

このような状況の中、総務省では、テレワークの更なる拡大や確実な定着に向け、2021年（令
和3年）4月に、「『ポストコロナ』時代におけるテレワークの在り方検討タスクフォース」を立ち
上げ、今後日本が目指していくべきテレワークの在り方について、専門家の意見を聞きながら検討

＊2	 Go! 5G　https://go5g.go.jp/
＊3	 第22回「新型コロナウイルスに関するアンケート」調査（株式会社東京商工リサーチ）：
	 https://lp.tsr-net.co.jp/rs/483-BVX-552/images/20220622_TSRsurvey_CoronaVirus.pdf
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ICT 利活用の推進

を行った。同年8月に出した提言書では、日本の雇用慣行、業務スタイルの良さを維持しながらも、
ICTツールの活用等によりコミュニケーションを充実させるなどといった「日本型テレワーク」
こそ、今後の日本が目指していく姿であるべきだとしている。

テレワークに関する機運醸成の観点から、テレワーク月間実行委員会（内閣官房内閣人事局、内
閣府地方創生推進室、デジタル庁、総務省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省、観光庁、一般
社団法人日本テレワーク協会、日本テレワーク学会）の主唱により、毎年11月をテレワークの集
中取組期間である「テレワーク月間」として、テレワークの実施に際しての効果測定（働き方改革
寄与、業務効率化等）の調査や、関係府省庁等によるイベントやセミナーを開催している。また、
先進事例の選定・公表を通じて企業などのテレワーク導入のインセンティブを高め、テレワークの
導入を検討する企業にとっての参考事例の蓄積にもつなげるため、総務省では、2015年（平成27
年）から、テレワークの十分な利用実績が認められる企業を表彰する「テレワーク先駆者百選」を
実施しており、その中でも、経営成果やICTの利活用、地方創生への貢献といった観点から特に
優れた取組を行っている企業には、「総務大臣賞」を授与している。

イ　テレワーク普及に対する支援
総務省では、実施率が依然低水準な中小企業や地方でのテレワーク導入を支援するため、地域の

商工会議所や社会保険労務士会と連携し、テレワークに係る地域窓口（テレワーク・サポートネッ
トワーク）を全国的に整備し、総合通信局等とも連携して周知広報等を実施している。さらに、テ
レワークの導入や改善を検討している企業などを対象として、専門家（テレワークマネージャー）
による無料の個別コンサルティングも実施し、より良質なテレワークの普及に向けて取り組んでい
る。これらの支援は、2022年度（令和4年度）からは厚生労働省の労務系のテレワーク相談事業
と一体的に運用し、「テレワーク・ワンストップ・サポート事業」として実施している。

そのほか、総務省では、テレワーク導入の課題として多く挙げられる情報セキュリティ上の不安
を取り除くため、企業などがテレワークを実施する際に参照できるよう、「テレワークセキュリ
ティガイドライン」や「中小企業など担当者向けテレワークセキュリティの手引き（チェックリス
ト）」を策定しており、2022年度（令和4年度）には、チェックリストを改定するとともに、「従
業員向けハンドブック」等を作成した。

2022年度（令和4年度）からは、地方部におけるテレワークの普及・定着を促進するため、地
方部が抱える複数分野にまたがる政策課題について、テレワークを活用し、横断的に解決するモデ
ルを構築するための実証等を実施している。

テレワークにおけるセキュリティ確保
URL：https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/cybersecurity/telework/index.html

関
連
デ
ー
タ

3 	スマートシティ構想の推進
総務省では、2017年度（平成29年度）から、都市が抱える多様な課題をデジタル技術やデー

タの活用によって解決し、地域活性化につなげるため、スマートシティを推進している。スマート
シティサービスの基盤となる「都市OS（データ連携基盤）」を活用したスマートシティの実装に
取り組む地方自治体等を支援する「地域課題解決のためのスマートシティ推進事業」を関係府省と
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連携して実施しており、2022年度（令和4年度）は12団体の事業を支援した。
併せて、地域におけるスマートシティの取組事例を紹介する動画やインタビュー記事、スマート

シティサービスの事例集の作成・公開等を通じて、スマートシティの普及促進に取り組んだ＊4。

4 	教育分野におけるICT利活用の推進
総務省では、教育分野でのICTの利活用を推進するため、文部科学省と連携し、2017年度（平

成29年度）から2019年度（令和元年度）にかけて、教職員が利用する「校務系システム」と児
童生徒も利用する「授業・学習系システム」におけるデータを活用し両システムの安全かつ効果
的・効率的なデータ連携方法などについて検証する「スマートスクール・プラットフォーム実証事
業」を実施したほか、2020年度（令和2年度）は実証成果である「スマートスクール・プラット
フォーム技術仕様」をホームページに公開の上、普及・促進するための取組を行った。また、
2021年度（令和3年度）から2022年度（令和4年度）にかけて、学校外で事業者が保有するデジ
タル学習システム間でのデータ連携を可能とする基盤である「デジタル教育プラットフォーム」の
実現に向け、必要な技術仕様（参照モデル）の検討を実施した。

5 	医療分野におけるICT利活用の推進
我が国は超高齢化社会に突入しており、医療・介護費の増大や医療資源の偏在などの課題に直面

している。このため、総務省では、医療・介護・健康データを利活用するための基盤を構築・高度
化することにより、医療・健康サービスの向上・効率化を図るべく、主に「遠隔医療の普及」と

「PHR＊5データの活用」を推進している。
具体的には、国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED：Japan Agency for Medical 

Research and Development）による研究事業として、医師の偏在対策の有力な解決策と期待さ
れる遠隔医療の普及に向けて、2022年度（令和4年度）から8K内視鏡システムの開発・実証を
行うとともに、遠隔手術の実現に必要な通信環境やネットワークの条件について整理を進めてい
る。また、2023年度（令和5年度）からは、医療の高度化や診察内容の精緻化を図るため、各種
PHRサービスから医師が求めるPHRデータを取得するために必要なデータ流通基盤を構築するた
めの研究開発を実施している。

このほか、「医療情報を取り扱う情報システム・サービス提供事業者における安全管理ガイドラ
イン」（総務省・経済産業省）及びその関連文書について、医療情報を取扱う情報システム・サー
ビスの複雑化・多様化や、ランサムウェア攻撃をはじめとする新たな脅威によって被害が出ている
ことに鑑み、実務での活用状況も踏まえつつ、2023年度（令和5年度）中に改定することとして
いる。

6 	防災情報システムの整備
我が国は世界有数の災害大国であり、大規模な自然災害が発生する都度、社会・経済的に大きな

損害を被ってきた。今後も南海トラフ地震をはじめとする大規模な自然災害の発生が予測される中

＊4	 事例紹介動画・インタビュー記事　https://www.mlit.go.jp/scpf/efforts/index.html
	 スマートシティサービスの事例集　https://www.soumu.go.jp/main_content/000808085.pdf
＊5	 Personal Health Recordの略語。一般的には、生涯にわたる個人の保健医療情報（健診（検診）情報、予防接種歴、薬剤情報、検査結果等診

療関連情報及び個人が自ら日々測定するバイタル等）である。電子記録として本人等が正確に把握し、自身の健康増進等に活用することが期
待される。
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ICT 利活用の推進

で、ICTを効率的に活用し災害に伴う人的・物的損害を軽減していくことが重要である。

ア　災害に強い消防防災通信ネットワークの整備
被害状況などに係る情報の収集及び伝達を行うためには、災害時にも通信を確実に確保できる通

信ネットワークが必要である。このため、現在、国、消防庁、地方自治体、住民などを結ぶ消防防
災通信ネットワークを構成する主要な通信網として、①政府内の情報の収集及び伝達を行う中央防
災無線網、②消防庁と都道府県を結ぶ消防防災無線、③都道府県と市町村などを結ぶ都道府県防災
行政無線、④市町村と住民などを結ぶ市町村防災行政無線、⑤国と地方自治体又は地方自治体間を
結ぶ衛星通信ネットワークなどが構築されている。また、衛星通信ネットワークについては、高性
能かつ安価な次世代システムの導入に関する取組などを進めている。

イ　災害対策用移動通信機器の配備
総務省では、携帯電話などの通信が遮断した場合でも被災地域における通信が確保できるよう、

地方自治体などに、災害対策用移動通信機器を貸し出している（2023年（令和5年）2月現在、
衛星携帯電話417台、MCA無線179台、簡易無線1,065台を全国の総合通信局等に配備）。これ
らの機器を活用することにより、初動期における被災情報の収集伝達から応急復旧活動の迅速かつ
円滑な遂行までの一連の活動に必要不可欠な情報伝達の補完を行うことが期待されている。

ウ　災害時の非常用通信手段の確保
災害時などに公衆通信網による電気通信サービスが利用困難となるような状況などに備え、総務

省が研究開発したICTユニット（アタッシュケース型）を2016年度（平成28年度）から全国の
総合通信局等に配備し、地方自治体などの防災関係機関からの要請に応じて貸し出し、必要な通信
手段の確保を支援する体制を整えている（2023年（令和5年）4月現在、25台を全国の総合通信
局等に配備）。

エ　全国瞬時警報システム（Jアラート）の安定的な運用
消防庁では、弾道ミサイル情報、緊急地震速報、大津波警報など、対処に時間的余裕のない事態

に関する情報を、携帯電話などに配信される緊急速報メール、市町村防災行政無線などにより、国
から住民まで瞬時に伝達するシステムである「全国瞬時警報システム（Jアラート）」を整備してい
る。Jアラートによる緊急情報を迅速かつ確実に伝達するため、Jアラート関連機器に支障が生じな
いよう正常な動作の確認の徹底を市町村に対し呼びかけるとともに、Jアラートの情報伝達手段の
多重化を推進している。

オ　Lアラートの活用の推進
総務省では、地方自治体などが発出する避難指示などの災害関連情報を多数の放送局やインター

ネット事業者など多様なメディアに対して一斉に送信する共通基盤（Lアラート）の活用を推進し
ている。Lアラートは、全47都道府県での運用が実現するなど全国的な普及が進み、災害情報イ
ンフラとして一定の役割を担うに至っている。

総務省では、Lアラートの更なる普及・利活用の促進のために、Lアラートを介して提供される
災害関連情報を地図化し、来訪者などその地域に詳しくない者であっても避難指示などの発令地区
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などを容易に理解することを可能にするための実証に取り組んだほか、地方自治体職員などの利用
者を対象としたLアラートに関する研修などを行ってきた。

	3	 データ流通・活用と新事業の促進
1 	情報銀行の社会実装
個人情報を含むパーソナルデータの適切な利活用を推進する観点から、総務省及び経済産業省

は、情報信託機能の認定スキームの在り方に関する検討会（以下、「検討会」という。）を立ち上
げ、2018年（平成30年）6月に、民間団体などによる情報銀行の任意の認定の仕組に関する「情
報信託機能の認定に係る指針ver1.0」を取りまとめた。この指針は、利用者個人を起点としたデー
タの利活用に主眼を置いて作成されており、①認定基準、②モデル約款の記載事項、③認定スキー
ムから構成されている。この指針に基づき、認定団体である一般社団法人日本IT団体連盟が、
2018年（平成30年）6月に第一弾となる「情報銀行」認定を決定し、2023年（令和5年）2月時
点で、4社が「情報銀行」認定を受けている。

その後も継続的に指針の見直しを行っており、直近では、情報銀行における健康・医療分野の要
配慮個人情報の取扱いについて、2022年（令和4年）11月から検討会の下に設置した要配慮個人
情報WGで検討を進め、2023年（令和5年夏頃に「情報信託機能の認定に係る指針Ver3.0」を
公表予定である。また、2023年度（令和5年度）からは、地域における新たなサービスの創出や
行政の効率化の実現など地域のDXを促進させるべく、地方自治体の保有するパーソナルデータを
含む地域の多様なデータの連携・利活用を促進するため、スマートシティにおける情報銀行の在り
方について検討を行っている。

2 	キャッシュレス決済の推進
2019年（令和元年）6月に閣議決定された「成長戦略フォローアップ」で、2025年（令和7年）

6月までにキャッシュレス決済比率を倍増し4割程度とすることを目指し、キャッシュレス化推進
を図ることとされた。

キャッシュレス決済手段のうち、コード決済については、サービスが多数併存している現状で
は、店舗にとっては複数導入するとオペレーションが煩雑になるという課題がある。そのため、関
係団体・事業者などによる推進団体として設立された「一般社団法人キャッシュレス推進協議会」

（オブザーバー：総務省、経済産業省など）で、2019年（平成31年）3月に「コード決済に関す
る統一技術仕様ガイドライン」が策定され、同ガイドラインに基づいた統一コードを「JPQR」と
呼称することとなった。その後、主に飲食、小売、理美容、タクシーなどJPQRと親和性の高い業
界や、住民票などの各種書類発行手数料などのやり取りが発生する地方自治体窓口などへの普及活
動を行い、2022年度（令和4年度）末までの累計で約1万4千店舗がJPQRを導入している。ま
た、2023年度（令和5年度）から地方税統一QRコードを活用した地方税の納付が開始されるこ
ととなり、同QRコードの規格もJPQRの統一規格となっている。

3 	安全で信頼性のあるクラウドサービスの導入促進
ASP・SaaS、PaaS及びIaaSなどのクラウドサービスの普及に伴い、サービスの選択肢が広が

る中、利用者がクラウドサービスの比較・評価・選択などに十分な情報を得られる環境の整備が必
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ICT 利活用の推進

要となっている。総務省では、こうした観点から、2011年（平成23年）（2022年（令和4年）一
部改定）から「クラウドサービスの安全・信頼性に係る情報開示指針」と呼ばれる合計8つの指針
を策定・公表しており、2022年（令和4年）にも「AIを用いたクラウドサービスの安全・信頼性
に係る情報開示指針（ASP・SaaS編）」を追加するなど、クラウドサービスの多様化に対応して
指針の追加・改定を行っている。これを基に、一般社団法人日本クラウド産業協会（ASPIC）で
は、クラウド事業者が上記指針に即した対応を講じているかを第三者が認定する制度を設けて運用
しており、これまでに300サービス以上が認定を受けている。

また、クラウドサービスの一層の普及に向け、業界団体等とも連携しつつ、クラウドサービスの
優良事例の周知・広報等に取り組んでいる。

4 	 ICTスタートアップの発掘・育成
我が国では、2022年（令和4年）をスタートアップ創出元年と位置付け、スタートアップへの

投資額を5年10倍増とする目標を掲げる「スタートアップ育成5か年計画」（令和4年11月28日）
を決定し、スタートアップを産み育てるエコシステムの創出に取り組んでいる。

総務省では、2023年度（令和5年度）から、先端的なICTの創出・活用による次世代の産業の
育成のため、官民の役割分担の下、芽出しの研究開発から事業化までの一気通貫での支援を行う

「スタートアップ創出型萌芽的研究開発支援事業」を実施する予定である。
また、総務省及びNICTでは、地域発ICTスタートアップの創出による地域課題の解決や経済

の活性化を目的に、起業を目指す学生やスタートアップ企業による優れたビジネスプランを表彰・
支援する「起業家甲子園」及び「起業家万博」を開催している。

5 	 AIの普及促進
AIは、インターネットなどを介して他のAI、情報システムなどと連携し、ネットワーク化され

ること（AIネットワーク化）により、その便益及びリスクの双方が飛躍的に増大するとともに、
空間を越えて広く波及することが見込まれている。

総務省では、2016年（平成28年）10月に「AIネットワーク社会推進会議」を立ち上げ、AI
ネットワーク化の推進に向けて、社会的・経済的・倫理的・法的課題について検討を行ってきた。
同推進会議では、2017年（平成29年）7月にAIの開発で留意することが期待される事項を整理
した「国際的な議論のためのAI開発ガイドライン案＊6」を、2019年（令和元年）8月にAIの利活
用で留意することが期待される事項を整理した「AI利活用ガイドライン＊7」を取りまとめ、公表し
ている。その後は、企業等におけるAIに関する意欲的な取組等を取りまとめた報告書を2020年
から毎年公表しており＊8、引き続き、「人間中心のAI社会原則」（平成31年3月29日統合イノベー
ション戦略推進会議決定）の下、「安心・安全で信頼性のあるAIの社会実装」の推進に向けて取り
組むこととしている。

さらに、総務省は、G7、OECDなどの国際会議の場におけるAIに関する国際的な議論に積極
的に参画している。特に、2020年（令和2年）6月に創設された「人間中心」の考えに基づく責

＊6	 国際的な議論のためのAI開発ガイドライン案　https://www.soumu.go.jp/main_content/000499625.pdf
＊7	 AI利活用ガイドライン　https://www.soumu.go.jp/main_content/000809595.pdf
＊8	 「報告書2020」　https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01iicp01_02000091.html
	 「報告書2021」　https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01iicp01_02000097.html
	 「報告書2022」　https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01iicp01_02000110.html
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任あるAIの開発と利用に取り組む国際的なイニシアティブ「AIに関するグローバルパートナー
シップ」（Global Partnership on AI：GPAI）については、3回目の年次総会となるGPAIサミッ
ト2022が、2022年（令和4年）11月21日から11月22日にかけて、ホテル椿山荘東京で開催さ
れた。また、GPAIサミット2022において、日本が2022年11月から1年間議長国を務めること
が決定され、引き続き、GPAIに係る取組を通じて情報発信を行うとともに、国際的な議論への貢
献に積極的に取り組んでいくこととしている。

6 	メタバース等の利活用に関する課題整理
近年の通信の高速化、コンピューターの描画性能向上等に伴い、ユーザー間で「コミュニケー

ション」が可能な、インターネット等のネットワークを通じてアクセスできる仮想的なデジタル空
間である「メタバース」が新たに普及し始め、全国の様々な地域がメタバース上で再現されたり、
メタバース上で経済活動が行われたりするなど高い注目を集めている。メタバースは、サイバー空
間において距離や時間、活動範囲など様々な制約から解放されるため、今後の我が国の発展に向
け、社会の変革に大きな可能性を有しており、今後も市場の拡大が見込まれている。

総務省では、メタバースに係るイノベーションの促進に取り組むとともに、普及の過度な制約に
ならないよう留意しつつ、安全・安心なサイバー空間の確保に向けた対応を進めることが必要であ
るという認識の下、将来的にメタバースがより一般に普及することを見据え、サイバー空間に関す
る新たな課題について、様々な問題として顕在化してから検討を始めるのではなく、まずは、どの
ような課題が存在する・しうるのか把握・整理すべく、2022年（令和4年）8月から「Web3時
代におけるメタバース等の利活用に関する研究会＊9」を開催している。

同研究会では、メタバース等の仮想空間の利活用に関して、利用者利便の向上、その適切かつ円
滑な提供及びイノベーションの創出に向け、ユーザーの理解やデジタルインフラ環境などの観点か
ら、様々なユースケースを念頭に置きつつ情報通信行政に係る課題の整理に取り組んでおり、
2023年（令和5年）2月にはこれまでの議論を整理した中間取りまとめを公表＊10した。その後も
引き続き検討を進めており、同年夏頃に報告書を取りまとめる予定である。

	4	 誰もがICTによる利便性を享受できる環境の整備
総務省では、障害や年齢によるデジタルディバイドを解消し、「誰一人取り残さない」デジタル

化を実現するため、様々な情報バリアフリー関連施策を積極的に推進するとともに、高齢者等のデ
ジタル活用に対する支援を実施している。

1 	情報バリアフリーに向けた研究開発への支援
総務省では、障害や年齢によるデジタルディバイドの解消を目的に、通信・放送分野における情

報バリアフリーの推進に向けた助成を実施している。具体的には、障害者や高齢者向けの通信・放
送役務サービスに関する技術の研究開発を行う企業などに対して必要な資金の一部を助成する「デ
ジタルディバイド解消に向けた技術等研究開発」を行っており、2022年度（令和4年度）は、3

＊9	 「Web3時代に向けたメタバース等の利活用に関する研究会」の開催（報道資料）
	 https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01iicp01_02000109.html
＊10	 https://www.soumu.go.jp/main_content/000858216.pdf
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ICT 利活用の推進

者に対して助成を行った。
また、身体障害者の利便の増進に資する通信・放送身体障害者利用円滑化事業の推進に関する法

律（平成5年法律第54号）に基づき、NICTを通じて、身体障害者向けの通信・放送役務サービ
スの提供や開発を行う企業などに対して必要な資金の一部を「情報バリアフリー通信・放送役務提
供・開発推進助成金」として交付しており、2022年度（令和4年度）は、3者に対して助成を行っ
た。

2 	公共インフラとしての電話リレーサービスの提供
「電話リレーサービス」とは、手話通訳者などが通訳オペレータとして、聴覚障害者等（聴覚、

言語機能又は音声機能の障害のため、音声言語による意思疎通を図ることに支障がある者）による
手話・文字を通訳し、電話をかけることにより、聴覚障害者などと聴覚障害者など以外の方との意
思疎通を仲介するサービスである。
「電話リレーサービス」の適正かつ確実な提供を確保するため、聴覚障害者等による電話の利用

の円滑化に関する法律（令和2年法律第53号）が2020年（令和2年）12月に施行され、2021年
（令和3年）7月から、電話リレーサービス提供機関の指定を受けた一般財団法人日本財団電話リ
レーサービスにより、公共インフラとしての電話リレーサービスの提供が開始されている。電話リ
レーサービスの更なる普及促進を図るため、総務省は関係省庁と連携して周知広報を実施している
ほか、電話リレーサービス提供機関が全国各地で実施する電話リレーサービスの講習会や利用登録
会などに協力しており、2022年度末（令和4年度末）の利用登録者数は1万2,307人となってい
る。

3 	公共機関のホームページのアクセシビリティの向上
総務省では、高齢者・障害者を含む誰もが公的機関のホームページなどを利用しやすくなるよ

う、2016年（平成28年）4月に、国及び地方自治体など公的機関のウェブアクセシビリティ対応
を支援するためのガイドラインとして「みんなの公共サイト運用ガイドライン（2016年版）」を
作成した。2022年度（令和4年度）には、公的機関におけるウェブアクセシビリティ確保の取組
状況に関するアンケート調査及び公的機関ホームページのJIS対応状況調査及び全国3か所での公
的機関向け講習会を開催した。

4 	高齢者等のデジタル活用に対する支援
総務省では、社会全体のデジタル化が進む中で、デジタルディバイドを解消し、誰もがデジタル

化の恩恵を受けられる環境を整備していくため、デジタル活用に不安のある高齢者などを対象とし
て、スマートフォンを利用したオンライン行政手続等に関する助言・相談などについて、講習会形
式で支援を行う「デジタル活用支援推進事業」に、2021年度（令和3年度）から取り組んでいる。
2022年度（令和4年度）は、携帯電話ショップなどを中心に全国4,804か所で講習会を実施した。

	5	 ICT活用に向けたリテラシー向上の推進
1 	青少年のインターネット・リテラシーを可視化するテストの実施
総務省では、2011年度（平成23年度）に青少年のインターネット・リテラシーを可視化する
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テストとして「青少年がインターネットを安全に安心して活用するためのリテラシー指標（ILAS：
Internet Literacy Assessment indicator for Students）」＊11を開発した。これは、特にインター
ネット上の危険・脅威に対応するための能力を測るためのものであり、違法情報リスク、不適切利
用リスク、プライバシーリスクといった7つのリスクについてテストを実施している。2012年度

（平成24年度）より毎年度、全国の高等学校1年生相当を対象に青少年のインターネット・リテラ
シーを測るテストを実施しており、2022年度（令和4年度）には100校、15,333名を対象に行っ
たところ、全体の正答率は71.1％となった。不適切利用リスク（歩きスマホ、マナー違反等）に
関する正答率は79.7％と他のリスクと比較して高かった一方、不適正取引リスク（フィッシング、
ネット上の売買によるトラブル等）に関する正答率は60.3％と他のリスクと比較して低い結果と
なった。

2 	地域ICTクラブの普及促進
総務省では、地域で子供たちがプログラミングなどのICT活用スキルを学ぶ機会を提供すると

ともに、地域課題をテーマ設定するなどして、地域人材の育成にも資するものである「地域ICT
クラブ」について、これまでの実証事業（2018年度（平成30年度）・2019年度（令和元年度））
を通じて全国各地で取り組まれた活動などについてホームページにまとめて情報提供などを行うと
ともに、2022年度（令和4年度）には、オンラインによる地域の学びの好事例の創出等による

「地域ICTクラブ」の普及促進を目指し、オンライン環境下での地域の学びの在り方の調査や、「地
域ICTクラブ」等が情報共有・意見交換等を行うことを目的としたオンライン交流会や地域交流
会等を実施した。

3 	 ICT活用に向けたリテラシー向上のための周知啓発
総務省では、子供たちのインターネットの安全な利用に係る普及啓発を目的に、児童・生徒、保

護者・教職員等に対する学校等の現場での無料の出前講座である「e-ネットキャラバン」を開催
するほか、インターネットに係るトラブル事例の予防法などをまとめた「インターネットトラブル
事例集」を作成・公表している。

さらに、安心・安全なインターネット利用に関する啓発を目的としたサイト「上手にネットと付
き合おう！～安心・安全なインターネット利用ガイド～＊12」を2021年（令和3年）に開設した。
本サイトでは、未就学児・未就学児の保護者、青少年、保護者・教職員、シニアに向けたコンテン
ツを掲載し、各世代に応じた内容としている。また、「SNS等の誹謗中傷」、「インターネット上の
海賊版対策」、「偽・誤情報」といった「旬」のトピックも特集として掲載し、リテラシー向上に取
り組んでいる＊13。

4 	「デジタル・シティズンシップ」の考え方を踏まえたリテラシーの向上推進
総務省では、幅広い世代でのICTの利用機会の拡大や、インターネット上での偽・誤情報の流

通の問題の顕在化といったICTを取り巻く環境の変化に対応するため、2022年（令和4年）11月

＊11	 https://www.soumu.go.jp/use_the_internet_wisely/special/ilas/
＊12	上手にネットと付き合おう！～安心・安全なインターネット利用ガイド～https://www.soumu.go.jp/use_the_internet_wisely/
＊13	第5章第2節「電気通信事業政策の動向」も参照
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ICT 利活用の推進

から「ICT活用のためのリテラシー向上に関する検討会＊14」及び12月から「青少年のICT活用の
ためのリテラシー向上に関するワーキンググループ」を開催し、自分たちの意思で自律的にデジタ
ル社会と関わっていくという「デジタル・シティズンシップ」の考え方を踏まえつつ、これからの
デジタル社会において求められるリテラシーの在り方やリテラシー向上施策の推進方策についての
検討を進めている。同検討会やワーキンググループでの議論も踏まえ、2023年（令和5年）夏頃
を目途に、取るべき施策の柱を整理するためのロードマップを策定し、リテラシーの習熟度を測る
指標の策定や、リテラシーを向上するためのコンテンツ開発に向けた検討を進めていく予定であ
る。

＊14	「ICT活用のためのリテラシー向上に関する検討会」の開催（報道資料）
	 https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu02_02000348.html
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